
 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本町の 2025 年 2 月 1 日時点の人口 6,897 人(男性 3,243 人、女性 3,654 人)となっ

ており、65 歳以上人口は 3,348 人(48.5％）、うち 75 歳以上人口は 2,021 人(29.3％)

と、高齢化が進んでいる。就職や結婚等における転出により 20～30 歳前半までの人

口が極端に少なく、中高年の厚みのある人口構成となっている。 

総人口については、一貫して減少傾向にあり、国立社会保障・人口問題研究所の推

計によると、今後も人口減少は止まらず、人口は 2040 年に 4,305 人、2,050 年に 3,098

人と推計されている。 

このまま予想通りに人口減少が進んだ場合、生産人口の急激な現象、高齢者人口比

率の上昇など様々な課題が発生し、白川町の産業にも、人手不足、後継者不足などの

影響が予想され、中小企業者の衰退、消費・経済活動の低迷によりさらなる人口減少

が懸念され、悪循環を招く恐れがある。このため、本町の経済活動の中心である中小

企業者の先端整備の導入を促すことにより、人手不足、後継者不足による町内産業の

衰退に歯止めをかけ、町内中小企業者の発展、消費・経済活動の持続的発展を推進す

る。 

 

（２）目標 

 白川町の特色ともいえる農林業や建設業、それに関連する製造業などを中心に中小

企業者の持続的発展を目指し、人手不足に対応した事業基盤の構築を図るとともに、

後継者が引き継ぎたい、就職したいと思えるような企業にしていくことが必要である。

白川町では中小企業等経営強化法第 49 条第 1 項の規定に基づく導入促進基本計画を

策定し、中小企業者の雇用の安定化を図り、就業者数(生産年齢人口)の減少に歯止め

をかけるため、先端整備導入計画の認定事業者数について、本計画期間中で 5件を目

標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端整備等導入計画が認定される事業者について年利 3％以上の労働生産性向上を

目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

白川町の産業・就業構造は、農林業、木材、木製品製造業、金属製品加工の製造業

など、多様な業種が経済、雇用を支えており、本町の事業者の生産性の向上を実現す

るためには、多様な産業の、多様な設備投資を支援する必要があることから、中小企

業等経営強化法施行規則第 7 条第 1項に規定する全ての先端整備を対象とする。 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１） 対象地域 

 本町は、東西約 24 ㎞、南北 21 ㎞で 237.90 ㎢と広大な面積を有しており、その約

87％が山林である。地勢は海抜 150ｍから 1,223ｍと高低差が激しく、平野部はわず

かで可住地面積は全体の 5％程度である。町の西端木曽川水系の飛騨川が流れ、それ

にそそぐ、佐見川、白川、黒川、赤川が扇状に東側に伸びており、それらの流域に中

小企業者が点在している。町内全域に中小企業者が点在していることから、対象地域

は町内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

山間部においては、本町の特産である美濃白川茶、東濃桧の生産、加工が盛んであ

り、流域沿いの商業地区においては、製造業が盛んとなっており、多種多様な業種が

ある。また、生産性向上に向けた事業者の取り組みは、新商品、新技術、新サービス

の開発など多様なことから全ての業種において、労働生産性が年利 3％以上見込まれ

る事業であれば、幅広く事業を支援したい。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 人員削減を目的とした設備投資は先端整備導入計画の対象としない。 

公序良俗に反する取り組みや、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端整備導入計画の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

町税及びこれに準ずる納付金の滞納がある場合に認定しない。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 


